
多くの先進諸国において、少子高齢化による年

金世代と現役世代の人口バランスの悪化や、

2008年の世界的な金融危機とそれに続く不況の

影響などにより、老齢年金制度の持続可能性が問

題となっている1）。このような社会経済状況を背

景に、世界金融危機の下でも少なくとも財政的な

破綻を来たさなかった制度として、スウェーデン

の老齢年金制度に対する注目が増している。また、

スウェーデンの老齢年金制度は、わが国における

公的年金制度改革の議論にも大きな影響を与えて

いる。すなわち、現在の民主党政権下で導入が検

討されている新しい年金制度は、社会保険方式に

よる一元化された所得比例年金と、これを補完す

る最低保障年金から構成され、スウェーデンの現

行制度をベースとしたものとされる。

本稿では、まず、1998年の抜本的改革を経て

導入されたスウェーデンの現行の老齢年金制度に

ついて、同制度を補完する高齢者生計扶助ととも

に、その概要を紹介する（Ⅱ）。次に、わが国に

おける最低保障年金の導入をめぐる議論との関係

から、スウェーデンの老齢年金制度において最低

保障ないし基礎的保障がどのように考えられてき

たかを立法時の議論などから明らかにすることを

試みる（Ⅲ）。最後に、施行後10数年を経て、現

行制度がどう評価され、かつどのような問題を抱

えているかについて述べる（Ⅳ）。

1． 1998年の年金改革

1998年の改革以前の年金制度は、定額の基礎

－21－

Ⅰ 本稿の構成

Ⅱ 現行の老齢年金制度の仕組み

老齢年金

中野 妙子

―1998年改革の意義と課題―

特集：スウェーデンの社会保障―グローバル化経済の中での苦悩と挑戦―

■要約

スウェーデンでは、1998年の抜本的改革を経て、現在の老齢年金制度が導入された。同制度は、世界金融危機の

下でも少なくとも財政的な破綻を来たさなかった制度として、注目されている。本稿では、まず、スウェーデンの

現行老齢年金制度（所得比例老齢年金および最低保障年金）について、同制度を補完する高齢者生計扶助とともに、

その概要を紹介する。次に、わが国における最低保障年金制度導入を巡る議論との関係から、スウェーデンの最低

保障年金および高齢者生計扶助の支給要件および支給水準を、一般的な最低所得保障制度である生計扶助と比較し

た上、同国において高齢者に対する最低所得保障のあり方がどのような理念に基礎付けられてきたのかを立法時の

議論などから明らかにすることを試みる。最後に、施行後10数年を経て、老齢年金制度の財政的な持続可能性が評

価される一方、個人レベルでの支給水準の低下が問題視されている点に触れる。

■キーワード

老齢年金、高齢者生計扶助、最低所得保障、スウェーデン



年金（folkpension）および所得比例の国民付加年

金（allm・ntill・ggspension,以下ATP）からなる、

二階建ての制度体系であった。この旧制度には、

①経済の低成長および少子高齢化の進行による老

齢年金の深刻な財源不足、②年金制度の充実の反

面として、退職による所得喪失の保障という年金

の性格の後退、③ATPにおける「15年ルール」

（現役時代の中で最も実質所得の高かった15年間

の所得を、年金算定の基準とするルール）の不適

切性、といった問題が存在した。そのため、

1990年代初頭から、年金保険の抜本的改革が議

論されるようになる。改革の基本的な方向性は、

①社会経済および人口の変化に対する柔軟性を強

めること、および、②個人について給付と拠出の

関係が強化されたものにすること、にあった2）。

1998年に成立した所得比例老齢年金法および

最低保障年金法に基づく新しい老齢年金制度は、

1999年より段階的に施行を開始され、2003年か

ら全面施行されている3）。その後、2011年1月に、

それまで40以上の法律に分立していた社会保険

関連各法を1つの法典にまとめた社会保険法典

（Socialf・rs・kringsbalk（2010：110）、以下SFB）

が施行された。これに伴い、老齢年金制度に関す

る2つの法律の規定も同法に再編された。この改

正による規定の変更は法典編纂に伴う形式上のも

のに留まり、制度の基本的な仕組みに変更はない。

2． 所得比例老齢年金

（1） 基本的枠組み

現行の老齢年金制度の中核は、所得比例の年金

保険である、所得比例老齢年金（inkomstgrundad

・lderspension）である。所得比例老齢年金は、賦

課方式の所得比例年金（inkomstpension）および

積立方式のプレミア年金（premiepension）の2つ

の部分から構成される。所得比例老齢年金の管理

運営は年金庁（Pensionsmyndigheten）が行ってい

る4）が、年金の算定基礎となる所得に関する事務

は国税庁（Skatteverket）の所管である。

所得比例老齢年金の被保険者資格は、スウェー

デン国内で就労する者が有する（SFB6章6条）。

社会保険法上、「就労」とは、有償で働くことと

定義される（同章2条1段）。したがって、所得比

例老齢年金の被保険者資格を得るにあたり、被用

者であるか自営業者であるかは問われない。

所得比例老齢年金の受給は61歳から可能であ

るが、被保険者は受給開始を自由に延期すること

ができる（SFB56章3条1段）。所得比例年金とプ

レミア年金の受給開始年齢が一致する必要はない。

また、被保険者は、年金の受取り方法を、満額、

4分の3、2分の1、または4分の1の額から選択す

ることができる（同章2条1段）。受給開始を遅ら

せた場合、または受給額を減額した場合、将来受

け取る年金額が増大する（SFB62章8条）。固定さ

れた支給年齢の廃止は、1998年改革の基本的な

方針の1つであった5）。実際には、労働協約や労

働法上の雇用保護6）の影響により、多くの者が60

歳代前半に年金を受給開始している7）。

（2） 年金および保険料の算定基礎

年金額の算定方法についてみると、所得比例老

齢年金は確定拠出方式に基づいており、納付した

保険料の総額に応じて老後の年金額が決定される。

被保険者が1年間に得た所得は、物価基礎額

（prisbasbelopp、 2011年は42,800kr）8） の42.3％

（2011年は18,104kr） を下限、 所得基礎額

（inkomstbasbelopp、2011年は52,100kr）9） の7.5倍

（2011年は390,750kr）を上限として10）、年金受給

権の基礎（年金算定基礎額（pensionsunderlag））

として認定される（SFB59章4条、5条、同60章5

条）。年金算定基礎額として認定される所得には、

被保険者が就労によって得る実際の所得のみでな

く、被保険者が疾病保険から障害に対する所得保

障を受ける場合、兵役または育児に従事する場合、

ならびに一定の条件下で就学する場合に認められ
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る架空の所得も含まれる。これは、依然として育

児負担の大きな女性にとって「15年ルール」の

廃止が不利益をもたらすことを防ぐことなどを目

的とした、社会的な所得再分配の措置である11）。

所得比例老齢年金の保険料率は18.5％に固定さ

れている。この保険料率は、1998年改革の時点で旧

制度による給付水準（従前所得の約60％）を維持

するために必要な水準として、決定されたものであ

る12）。保険料は労使がほぼ折半しており、使用者が

10.21％の老齢年金保険料（・lderspensionsavgifter）

を、被保険者本人が7％の国民年金保険料（allm・n

pensionsavgifter）を負担する13）。被保険者が自営

業者である場合は、老齢年金保険料と国民年金保

険料の双方を負担する。年金算定基礎額の認定の

上限を超える、または下限を下回る所得に対して

は、国民年金保険料は課されない。しかし、使用

者・自営業者が負担する老齢年金保険料には、賦

課対象額の上限・下限が設けられていない。年金

算定基礎額の上限を超える所得について支払われ

る保険料は、年金保険ではなく、一般国庫の収入

となる（社会保険料の分配に関する法律（2000：

981）6条1段）。なお、育児中などに認められる

架空の所得にかかる保険料は、国庫が負担する。

被保険者は、年金算定基礎額、すなわち保険料

を賦課される所得の16％を所得比例年金の年金

権（pensionsr・tt）として、2.5％をプレミア年金

の年金権として獲得する（SFB61章6条）。年金権

の獲得に年齢の上限または下限は存在せず、生涯

の所得が年金額に反映される（livsinkomstprincipen,

生涯所得の原則）14）。すなわち、長く働けば働く

ほど、年金額が増加する仕組みとなっている。

（3） 所得比例年金

合計18.5％の保険料率のうち16％分が、所得比

例年金部分に投入される。所得比例年金は賦課方

式で運営されるが、被保険者が獲得した所得比例

年金の年金権は、概念上の個人別年金口座に積み

立てられる。積み立てた年金権およびそのみなし

運用利回りの合計額が、年金額の算定基礎（年金

権総額、pensionsbeh・llning）となる（SFB62章5

条）。みなし運用利回りは、所得上昇率、年金受

給開始前に死亡した被保険者の年金権総額を同年

齢の被保険者に分配した相続益（arvsvinster）、お

よび管理運営費を考慮して定められる。この仕組

みを、「概念上の拠出立て」（NotionalDefined

Contribution）と呼ぶ。

受給開始時の年金額は、年金権総額を一定の除

数で除して算定される（SFB62章28条）。除数は、

年率1.6％の仮定の実質所得上昇率、および受給

開始時における当該受給者層の平均余命に基づき、

政府（実際には政府からの委託を受けた年金庁）

が決定する。すなわち、ある世代の平均余命が伸

びると、当該世代の年金額が引き下げられる仕組

みになっている。なお、除数は男女共通となって

おり、性による平均寿命の差は考慮されない。

年金権総額や年金の支給額の算定には、通常は、

実質所得上昇率に基づく所得スライドが用いられ

る（SFB58章10条）。しかし、2002年1月から、年

金財政のさらなる長期的安定化を図るために、自

動財政均衡メカニズム（automatiskabalansering）

が導入された。この制度により、年金財政が一定

の危機的状況に陥った場合、議会の議決を経るこ

となく、政府が年金額のスライド率やみなし運用

利回りを引き下げることができる（同章22ない

し25条）15）。2008年の世界金融危機の影響を受け

て、2010年に初めて自動財政均衡メカニズムが

発動し、同年の所得比例年金の給付水準は3％引

き下げられた。2011年は4.3%の引下げが実施さ

れており、2012年も調整が継続される予定であ

る16）。

（4） プレミア年金

保険料率のうち2.5％に相当する分の保険料は、

積立方式のプレミア年金に投入される。年金庁は、
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保険者として、被保険者のプレミア年金口座

（premiepensionskonto）を管理し、被保険者が積

み立てた資産、獲得した運用益などを記録する

（SFB64章5条）。

600を超える保険会社･証券会社・金融機関が、

プレミア年金の資産運用に参入している。被保険

者は、自分の積立て分について、自由に資産運用

機関を選択することができる（SFB64章23条）。

資産運用先は最大5つの機関に分割することが可

能であり、また、変更も自由である。プレミア年

金の支給額は、年金受給開始時までに積み立てた

保険料およびその運用益の合計額によって決まる

（同章2条3号）。被保険者が資産運用機関を選択

しなかった場合、当該被保険者の積立て分は国営

のAP7（SjundeAP-fonden）に預託される。

なお、被保険者は、自身のプレミア年金の年金

権を配偶者に譲渡したり（SFB61章11条）、自分

の死後の遺族への保障に充てることを選択したり

することができる（同91章）。

プレミア年金は、人口構造の変化によって賦課

方式の年金給付水準が低下するリスクを緩和する

ために、導入されたものである。特に2008年以

降、所得比例年金の給付水準が低下する中で、プ

レミア年金の役割は増大している17）。他方で、資

産運用機関の選択を被保険者個人に任せる点につ

いて、短期的な視野に基づくゲーム感覚の資産運

用が行われる恐れがあるとの批判もある。また、

株式市場の動向次第ではプレミア年金の給付水準

は大幅に低下しえ、そのリスクは個人の負担とな

る18）。

3． 最低保障年金

（1） 受給要件

低所得または無所得のために所得比例老齢年金

が受けられない、またはその額が一定水準を下回

る者のために、最低保障年金（garantipension）が

存在する。最低保障年金は、公的老齢年金制度に

おける基礎的保障と位置づけられ（SFB55章8条）、

その財源は全額が国庫により賄われる。

スウェーデン国内に居住する者は全て、最低保

障年金の被保険者19）となる（SFB5章9条）。最低

保障年金の受給権を得るためには一定の被保険者

期間が必要であり、原則として、16歳に達した

年から64歳に達する年までの間に3年以上スウェー

デン国内に居住したことが要求される（SFB67章

2条・11条、移民については特別の規定あり）。

さらに、満額の最低保障年金を受給するためには、

40年以上の被保険者期間が必要である。被保険

者期間が40年に満たない場合、最低保障年金の

支給額は割合的に減額される（同章25条）。

最低保障年金は、被保険者が65歳に達した月

から受給できる（SFB67章4条）。受給開始を65歳

より遅らせることもできるが、支給額の増減は生

じない。

（2） 支給額

満額の最低保障年金は、単身者について物価基

礎額の2.13倍（2011年は年額91,164kr、月額7,597

kr）、既婚者（これに準ずる同棲関係にある者を

含む。以下同じ）につき物価基礎額の1.90倍

（2011年は年額81,320kr、月額6,777kr）である。

この支給水準を、基礎水準（basniv・n）と呼ぶ。

支給水準を物価基礎額と結びつけることにより、

毎年の物価の上昇に応じて自動的に支給水準が調

整される。

被保険者の所得比例老齢年金の受給額が、単身

者につき物価基礎額の1.26倍、既婚者につき物価

基礎額の1.14倍を下回る場合には、基礎水準と所

得比例老齢年金の受給額との差額が、最低保障年

金として支給される（SFB67章21条・23条）。所

得比例老齢年金の受給額がこの水準を超える場合、

最低保障年金の支給額は逓減する。ただし、所得

比例老齢年金の受給額の増加分をそのまま最低保

障年金の支給額から減額するのではなく、増加分
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の48％を減額していくことにより、受け取る年

金の総額は増える仕組みとなっている。これによっ

て、最低保障年金を受給する者と所得比例老齢年

金のみを受給する者との受給額の差をなだらかに

するとともに、就労意欲を刺激するよう図られて

いる20）。単身者は、所得比例老齢年金の受給額が

物価基礎額の3.07倍を超えると、最低保障年金を

受けられない。既婚者の場合は、物価基礎額の

2.72倍が上限となる（同章22条・24条）。

前述のように、所得比例老齢年金には固定され

た受給開始年齢がないが、最低保障年金の受給資

格および支給額の判定には、65歳から受給開始

した場合に支給される所得比例老齢年金の額を用

いる。また、所得比例老齢年金を減額して受給し

ている場合には、その減額の程度にあわせて、最

低保障年金の支給額も減額される。そのため、所

得比例老齢年金の受給開始年齢や受給方法の選択

によって、個々の受給者が実際に受け取る所得比

例老齢年金と最低保障年金の合計額は基礎水準を

下回りうる。

さらに、保険料の未納が原因で所得比例老齢年

金の受給額が低くなっている者については、保険

料が満額支払われた場合に支給される所得比例老

齢年金の額を基準として、最低保障年金の受給資

格・支給額を判断する（SFB67章18条）。したがっ

て、過去に保険料の未納があったために低年金・

無年金となっている者に対してまで、基礎水準が

保障されるわけではない。

4． 高齢者生計扶助

老齢年金だけでは生計を維持できない高齢者に

対する所得保障制度として、2003年から高齢者

生計扶助（・ldref・rs・rjningsst・d）が支給されてい

る。高齢者生計扶助は、全額国庫負担に基づく給

付であるが、居住に基づく保険として社会保険給

付に分類される。制度を管掌するのは、年金庁で

ある。2011年のSFBの制定に伴い、高齢者生計扶

助に関する規定も同法典に吸収された。高齢者生

計扶助は老齢年金とは別の制度であるが、老齢年

金を補完する仕組みとして重要であるため、ここ

で取り上げることとする。

65歳に達した被保険者21）で、公的老齢年金制

度を通じては基礎的な生計を維持できない者には、

高齢者生計扶助が支給される。高齢者生計扶助は

ミーンズ・テスト付きの給付であり、受給に当たっ

ては所得および資産の調査がなされる。既婚者に

ついては、配偶者の経済状況も考慮される（SFB

74章2条）。したがって、老齢年金の受給額が低

くても、その他の所得・資産によって生計を維持

できる者に対しては、高齢者生計扶助は支給され

ない。所得・資産の認定に際し、給与所得や事業

所得からは一定の控除がなされ、資産については

10万krを越える資産の15％のみが収入認定される。

また、被保険者が恒常的に居住している住居（持

ち家または賃借権）は、収入認定の対象となる資

産からは除かれる。

高齢者生計扶助は、被保険者に、正当な住宅費

およびその他の正当な生活水準を保障するもので

ある（SFB74章5条）。すなわち、正当とされる住

宅費およびその他の生活水準と、被保険者の所得・

資産との差額が、高齢者生計扶助の支給額となる。

住宅費については、単身者について月6,200kr、

既婚者につき月3,100krを上限として、実費が保

障される（同章11ないし13条。福祉施設入居者

については特別の規定あり）。これは、年金受給

者に対する住宅手当22）が保障する住宅費と同じ

水準となっている。住宅費以外の生活水準に関し

ては、単身者について物価基礎額の1.3546倍（年

額。2011年は月額4,831kr）、既婚者について物価

基礎額の1.1446倍（同上。2011年は月額4,082kr）

が、正当な生活水準とされる（同章15条）。高齢

者生計扶助においても、物価基礎額を算定に用い

ることにより、支給水準が物価スライドされる。

制度導入時に念頭に置かれたのは、最低保障年
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金の居住要件を満たせない中高齢の移民であった。

しかし、実際には、早期に年金の受給を開始した

ために低年金となった者や、保険料の不払いため

に低年金・無年金となった自営業者も、高齢者生

計扶助を受給している。年金庁の統計によれば、

2010年12月時点で、年金受給者計1,911,209人の

うち高齢者生計扶助を受給する者は14,429人

（0.7％）であった。扶助受給者の約1／3が、スウェー

デン生まれの者である23）。

1． 問題関心

はじめに述べたように、わが国においては現在、

スウェーデンの老齢年金制度を参考にした新しい

年金制度の導入が検討されている。しかし、この

提案に対し、社会保障法学の研究者からは様々な

批判がなされている。主な批判は、①被用者と自

営業者との間で所得捕捉の程度に差があること、

②最低保障年金の存在が所得比例年金における所

得の過少申告や保険料の未納・滞納といったモラ

ル・ハザードを招きうること、③同じ租税財源で

賄われる生活保護と最低保障年金との関係が整理

されていないこと、などである24）。

このうち①と②について、スウェーデンでは、

国民総背番号制を導入し、かつ、国税庁が租税と

社会保険料を一括徴収することによって、所得捕

捉率を高める工夫がなされている25）。また、租税

および社会保険料の未納・滞納は全ての公租公課

に割合的に配分されるため、年金保険料のみを選

択的に免れることはできない。さらに、保険料の

未納による低年金・無年金に対する最低保障年金

の支給には制約があるため、モラル・ハザードに

対する一定の対策は取られているといえる。高齢

者生計扶助の存在はモラル・ハザードの原因とな

りうるが、実際の受給者数からするとそれほど大

きな問題とはなっていないようである。

そこで、以下では、上記の批判の③に関連して、

スウェーデンにおいて最低保障年金および高齢者

生計扶助と一般的な最低所得保障制度との関係が

どのように考えられているのかを検討することと

したい。

2． 生計扶助と最低保障年金・高齢者生計扶

助の比較

スウェーデンには、一般的な最低所得保障制度と

して、社会サービス法（Socialtj・nstlag（2001：453）、

以下SoL）に基づく生計扶助（f・rs・rjningsst・d）が

存在する。同法は、労働能力の喪失、障害、老齢

またはその他これに類する事情により社会からの

援助を必要とする状況に陥った者に対し、正当な

生活水準を維持するために、社会からの援助また

は扶助を受ける権利を保障する。ただし、援助を

受けるためには、個人が自身のニーズを自分で充

足する能力を欠くことが要件とされている（SoL

4章1条）。とりわけ、生計扶助は「最後のセーフ

ティネット」としての性質を有するため、個人が

自身の能力を尽くして生計を維持する努力をしな

ければ、社会サービスによる扶助を受ける権利は

認められない。例えば、失業者が生計扶助を受給

するためには、原則として、コミューンの社会福

祉委員会の指導の下で求職活動を行い、適切な就

職先を紹介された場合にはそれを受諾する義務を

負う26）。また、ミーンズ・テストも行われ、生計

扶助を受けようとする者は、まず自身が有する経

済的な資産（収入、貯蓄など）を利用することが

求められる27）。

生計扶助が保障する費目は法律に列挙されてお

り、①食料品、衣服および靴、余暇・娯楽、消耗

品、保健衛生用品、新聞、電話およびラジオ・

TV受信料、ならびに、②住居、電気代、通勤、

家財保険、労働組合および失業保険金庫の組合費

が挙げられている（SoL3条1段）。①に挙げた費

目については、世帯構成別・年齢別に保障すべき
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水準を、社会福祉庁が全国統一の基準（riksnorm）

として定めている。2011年の全国基準によれば、

子供がいない単身者世帯には月額3,720kr、子供

がいない夫婦世帯には月額6,120kr（1人当たり

3,060kr）が支給される。一方、②に挙げた項目

について保障すべき費用の判断は、各コミューン

の社会福祉委員会の裁量に委ねられている。

SoLに基づく生計扶助と、最低保障年金および

高齢者生計扶助を比較すると、以下のことが指摘

できよう。まず、生計扶助の受給には資産・能力

の活用が厳格に求められるのに対し、最低保障年

金は所得比例老齢年金の受給額のみを要件として

（いわばペンション・テストのみで）支給される。

高齢者生計扶助の受給者にはミーンズ・テストが

課されるが、資産の認定は緩和されている上、稼

働能力の活用は求められない。そして、支給水準

を見ると、最低保障年金の基礎水準は生計扶助の

全国基準を大きく上回っている。高齢者生計扶助

が保障する住宅費以外の生活水準も、最低保障年

金の基礎水準は下回る28）が、生計扶助の全国基

準を上回る。これは、生計扶助では全国基準に含

まれない電気代、家財保険、交通費などの費目に

ついて、高齢者生計扶助では正当と認められる一

定額が予め支給額に組み込まれているためであ

る29）。これらの費目について、実際の支出額を問

わず、定型的な給付がなされるという点でも、高

齢者生計扶助は生計扶助よりも緩やかな仕組みで

あるといえる。

このように、高齢者に対しては、SoLに基づく

生計扶助よりも緩やかな条件の下で、生計扶助を

上回る最低所得保障が、全額税財源で行われてい

る。他の世代の低所得者がミーンズ・テストなど

の厳格な補足性の要件を満たした上でなければ生

計扶助を受給できないことと比べ、高齢者は優遇

されているともいえる。では、スウェーデンでは、

高齢者に対する最低所得保障を一般的な最低所得

保障制度から分離し、かつ緩やかな制度とするこ

とが、なぜ正当化されているのであろうか。

3． 最低保障年金の理念

（1） 公的年金制度における基礎的保障の歴史

前述のように、最低保障年金は、老齢年金制度

の枠組み内において基礎的保障を提供するものと

位置づけられている。基礎的保障としての最低保

障年金は、1998年改革以前の基礎年金制度の系

譜を踏むものといえる。

スウェーデンの公的年金制度の起源は、1913

年に成立した国民年金法に遡る。同法は、老齢ま

たは障害により労働能力を失った国民に対し、家

族または公的扶助に頼ることなく生活するための

保障を提供するという目的の下、全国民を年金制

度に強制加入させるものであった。国民年金法に

よる年金制度は、拠出制の積立方式の年金保険と、

それを補足する無拠出制の所得調査付き給付の、

2つの部分から構成された。拠出制部分は、被保

険者の所得に応じて保険料を算定し、拠出額に応

じて年金額を算定する仕組みを用いた30）。

しかし、1913年法による年金制度には、地域

による生活費の差を考慮しなかったこと、就労可

能な全期間（50年間）について保険料を払わな

ければ満額の年金が受けられなかったこと、そし

て満額の年金給付でさえ生計を維持するのに十分

な額ではなかったことなどの問題があった。その

ため、1935年に新しく基礎年金法が成立する。

同法に基づく年金制度も拠出制の年金保険部分と

補足的な給付から構成されたが、拠出制部分に国

庫負担が導入され、年金保険における拠出と給付

の関連性が緩められた。これによって、年金制度

は、保険としての性格を弱め、税財源に基づく国

家による基礎的な保障制度としての性格を強める

こととなった31）。

1935年法による基礎年金も所得保障としては

不十分なものであり、多くの国民が公的扶助や親

族からの援助に依存していた。そこで、1946年
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に新しい基礎年金法が制定されることとなるが、

その際には、従前の年金制度よりも高い水準が目

標とされた。すなわち、高齢者・障害者に対して、

最低限の生活水準ではなく、高齢者・障害者以外

の低所得者の生活水準と比較して正当な生活水準

を保障することが目指されたのである32）。

1946年法による新しい基礎年金制度は、従前

の保険料拠出を問わず、かつ所得調査を行わずに、

すべての国民に対して定額の給付を行うものであっ

た。制度の運用費用に充てるために所得比例の保

険料が徴収されたが、保険料拠出は給付受給権か

ら切り離された33）。1935年法の下で既に基礎年金

における拠出部分の役割が縮小しており、保険料

の拠出履歴の管理にかかる事務コストの費用対効

果が悪いと考えられたのである。また、所得調査

にかかる事務コストやスティグマの問題に加え、

高齢者の就労意欲や老後の生活のための自助（貯

蓄、持ち家の購入など）の意欲を削がないような

老齢年金制度の設計が求められたため、所得要件・

資産要件も課されなかった34）。年金給付が保険料

拠出に基づかなくなり、また財政方式が積立方式

から賦課方式へと変更されたため、従前の基礎年

金制度が部分的ながらも有していた保険原理は完

全に放棄された35）。

基礎年金の支給額については、低所得者の生活

水準を考慮しつつ、物価の最も安い地域における

生活費を前提に、全国共通の額が設定された。た

だし、世帯構成による生活費の差に考慮して、単

身者に対する基礎年金の支給額は夫婦ともに年金

受給者である場合よりも高く設定された36）。生活

費の地域差などに対する考慮は、定額の基礎年金

を所得調査付きの住宅扶助によって補完すること

で図られた37）。この改革の結果、公的扶助を受給

する高齢者の数は激減した38）。

その後、1959年に所得比例年金であるATPが導

入されたが、基礎年金は年金制度の基礎的保障部

分として存続する。ATPの保障水準は、基礎年金

とあわせて従前所得の60％とされていた。対し

て、基礎年金そのものの保障水準は、各種の上乗

せ手当および基礎年金に対する所得課税免除とあ

わせて、年金受給者として適正な生活水準とされ

た。実際には、基礎年金の支給額が物価の上昇に

伴い引き上げられたため、年金受給者の所得に対

してATPの占める役割が伸びなかった。学説は、

ATPの導入にもかかわらず、スウェーデンの年金

制度では基礎的な生活保障から所得比例保障へと

いう原則の転換が生じず、標準的な生活水準の保

障よりも基礎的な生活保障の方が強く優先付けら

れてきたと評価している39）。

（2） 最低保障年金の下での基礎的保障

1998年改革で導入された最低保障年金も、さ

まざまな理由で無所得・低所得であった者が、老

後は最低限の年金水準を保障されることが重要で

あるとの考えに基づく。また、その保障水準は、

1998年当時の基礎年金の給付額を元に設定され

ている40）。ただし、その制度構成および制度が基

づく原則には、従前の基礎年金制度からの大きな

転換が見られる。すなわち、基礎年金が全ての者

に定額の給付を行ったのに対し、最低保障年金は、

所得比例老齢年金によって最低保障水準を満たす

ことができない少数者に対して補足的に給付され

るに留まる。老齢年金制度が所得比例給付部分と

基礎的保障部分とから構成されることに変わりは

ないが、そのいずれを制度の主軸とするかは大き

く転換したのである41）。

このことは、学説では、所得比例保障の原則へ

のイデオロギーの転換と評価されている42）。すな

わち、全ての者に平等な給付を行うという基礎的

保障の考えが後退し、それに伴って社会連帯のあ

り方が変容したことを意味する。その要因として

は、経済の低成長、失業の増加、国家財政の悪化

に加え、移民の増加により居住のみを要件とする

基礎的給付のあり方の見直しを迫られたことが指
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摘される43）。

以上に見たように、スウェーデンの公的年金制

度においては、古くから、現役時代に無所得・低

所得であった高齢者に対しても正当な生活水準を

年金制度の枠組み内で保障すべきであるとの考え

が存在してきた。すなわち、高齢者には、所得・

資産調査付きのSoLによる生計扶助ではなく、公

的年金制度によって基礎的な保障が与えられるべ

きだと考えられてきたのである44）。そして、最低

保障年金もこの考えを引き継いだものであり、公

的年金制度において基礎的保障を提供すること自

体への疑問は示されていない。ただし、スウェー

デンの最低保障年金は歴史的には基礎的保障の後

退あるいは縮小と評価されるものであり、わが国

における最低保障年金が基礎的保障の強化として

議論されるのとは方向性が異なる点に留意する必

要があろう。

4． 高齢者生計扶助の理念

先述のように、高齢者生計扶助の支給額は、

SoLによる生計扶助の全国基準よりも高い。加え

て、高齢者生計扶助に含まれていない費目や、高

齢者生計扶助に含まれているが支給額を上回る費

用について経済的援助を必要とする場合、受給者

は生計扶助を申請することができる。高齢者生計

扶助は、SoLがコミューンに課す「最後のセーフティ

ネット」の提供責任（最終的責任、detyttersta

ansvaret）を何ら変更するものではない45）ためで

ある。すなわち、社会のセーフティネットの層の

中で、高齢者生計扶助はSoLによる生計扶助より

も上位に位置する。いわば、高齢者にとっての

「第2のセーフティネット」となっているといえ

よう。

高齢者生計扶助が導入された背景には、1990

年代、ユーゴスラビア紛争による難民を中心に移

民が増加したことがある。移民の増加に伴い、満

額の基礎年金を受給するための居住要件46）を満

たせず、SoLによる生計扶助を長期的に頼る高齢

者が増加した。1998年当時、生計扶助を10ヶ月

以上受給する65歳以上高齢者の、実に94%が移民

であった。そこで、老齢年金の制度改革にあわせ

て高齢者生計扶助の導入が議論されることとなる

が、制度設計の理念は以下のような点にあった47）。

第1に、「最後のセーフティネット」たるSoLに

よる生計扶助の本来の姿は、集団に対する恒常的

な生計維持手段ではなく、一時的な経済的困難に

対する個別的な給付だという考えである。高齢者

という集団に対する長期的な経済的保障は、コミュー

ンではなく国家が、社会保険制度を通じて48）、提

供すべきであると考えられた。

第2に、高齢者生計扶助の給付は、SoLによる

生計扶助への依存が生じないように設計すべきで

あると考えられた。すなわち、高齢者生計扶助の

給付水準は、生計扶助の全国基準を下回ってはな

らないとされたのである。また、生計扶助の全国

基準は一時的なニーズに対するものであり、長期

的なニーズに対する保障水準の決定には別の考慮

が必要であると考えられた。

そして、第3に、65歳以上の高齢者は、原則と

して、就労によって経済的状況を改善する可能性

がない、または非常に小さいという考えである。

例えば、障害を負いながらも居住要件を満たさな

いために所得保障を受けられない若年の移民も、

SoLによる生計扶助に長期的に依存しうるグルー

プである。しかし、若年障害者はあくまで就労可

能年齢にあり、このことが就労可能年齢を離れた

高齢者と区別する理由になるとされた。

このような考えに基づき、国家が、低所得の高

齢者を対象に、生計扶助を上回る水準の給付を行

うことが肯定されたのである。今日では、生計扶

助の受給者に占める高齢者の割合は非常に低く49）、

生計扶助の「最後のセーフティネット」への純化

という、高齢者生計扶助の創設目的は果たされて

いるといえよう。
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以上の検討から、高齢者について特別な最低所

得保障制度を設けることを正当化する理由は、集

団に対する長期的な所得保障は「最後のセーフティ

ネット」たる生計扶助の役割ではないこと、およ

び、高齢者は就労可能年齢にはないことの、2点

にあったということができる。これらの議論は、

わが国における最低保障年金と生活保護の関係を

議論する上でも参考になろう。ただし、スウェー

デンでは、生計扶助を含む社会サービスの実施責

任および財政負担をコミューンが負っており、生

計扶助に対する国庫負担・国庫補助はなされてい

ない50）。そのため、高齢者生計扶助を含む社会保

険と生計扶助との役割分担の問題は、すなわち国

家とコミューンの間の役割分担の問題に直結して

いる。移民の増加という社会的背景も含め、わが

国とは制度的な前提が異なる中で議論され、生ま

れてきた制度である点に、やはり注意が必要であ

ろう。

最後に、現行の老齢年金制度に対する評価、お

よび現行制度が抱える課題について触れておきた

い。

今日のスウェーデンの老齢年金制度は、他の

EU諸国の制度と比べ、持続可能性の高い制度で

あると評価されている51）。特に、老齢年金の所得

比例給付部分を、確定給付方式から確定拠出方式

へと切り替えた点が、制度の持続可能性を高めた

と評価される52）。さらに、自動財政均衡メカニズ

ムにより、今後、年金支給総額が保険料収入総額

を超えることは起こらないようになっている。

他方で、現行制度では、年金制度の財政状況が

悪化すれば、年金の給付水準が名目的にも実質的

にも引き下げられる。スウェーデンでも人口の少

子高齢化は進んでおり53）、経済成長が回復しない

ままに年金受給者が増え続ければ、個々人に支払

われる年金の支給額は減少してゆくことになる。

すなわち、現行制度は、経済の低成長と平均寿命

の伸びによるリスクを年金受給者が負う仕組みな

のである54）。公的年金の所得代替率は、2007年に

は49.1％であったが、2060年には39.3％に低下す

ると見込まれる55）。そのため、将来、多くの者が

老齢年金だけでは生活を維持することができなく

なり、税方式の各種手当（住宅手当、生計扶助な

ど）への依存が高まるとの懸念が示されている56）。

メディアでは、現在の年金制度は国家財政の視点

から見れば肯定的に評価されるが、年金受給者に

とってはATPよりも不利な制度であるとの批判も

なされている。

現行制度の下で将来の個々の年金受給者が受け

取る年金額が過少となるのを防ぐためには、人々

が保険料を支払う期間を長くする、すなわち、退

職年齢ないし実際の年金受給開始年齢を引き上げ

る政策が必要となる57）。今日、年金所得に対する

課税は勤労所得に対する課税よりも厳しく58）、こ

のことは就労を継続する経済的インセンティブを

与えていると評価される。また、所得比例老齢年

金が採用する「生涯所得の原則」は、高齢者の労

働力供給を高めることを目的としている59）。加え

て現在、保守連立政権は、雇用保護法の保護が及

ぶ年齢を現在の67歳から69歳へ引き上げること

を提案している。しかし、雇用環境の改善を優先

すべきとする社会民主党の反対を受け、法改正は

難航している60）。

たしかに、雇用保護法上の退職年齢（67歳）

と実際の年金受給開始年齢（平均63歳）とのギャッ

プが示すように、法律上の退職年齢（あるいは年

金受給開始年齢）の引上げは、必ずしも実際の年

金受給開始年齢の引上げに繋がらない。実際の年

金受給開始年齢を引き上げるためには、労使双方

に対して強い経済的インセンティブを付与する61）

ほか、年齢差別の禁止などにより使用者に高齢者

の雇用を継続する強いインセンティブを与え、か
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つ、訓練やリハビリテーションの提供によって高

齢労働者の雇用機会を増大させる必要がある62）。

他方で、高齢者層に対する雇用保護の強化は、労

働市場における若年者の地位の弱化にも繋がりえ、

この点に対する配慮も求められることとなろう。

年金制度においては、持続可能性だけでなく、

制度の妥当性の確保も重要とされる63）。スウェー

デンの老齢年金制度は、前者については一応の解

決を図ったものの、後者の面では依然として課題

を抱えているといえるだろう。
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注

1） Olovsson2011,p.1.

2） Prop.1993/94:250,s45.

3） なお，現行制度は1938年以降に生まれた者を対象

とするが，1938年から1954年の間に生まれた者に

ついては経過措置が設けられている．

4） 従前は，社会保険庁（F・rs・kringskassan）が他の社

会保険給付とあわせて老齢年金についても所掌し

ていたが，2010年1月，老齢年金の管轄行政庁と

して年金庁が新設された．これに伴い，プレミア

年金庁（Premiepensionsmyndigheten）は廃止され

た．

5） Ds2009:53,s34.

6） 雇用保護法（1976:580）32a条により，労働者は67

歳に達する月まで雇用を継続する権利を有する．

一方，67歳に達した後は，整理解雇の際のシニョ

リティ･ルールの適用から外れ，解雇予告期間が1

ヶ月に短縮され，時短雇用の制限がなくなるなど，

雇用保護が縮減される．

7） Pensionsmyndigheten2011,s4.

8） 物価基礎額は，毎年，消費者物価上昇率に応じて

改定される．

9） 所得基礎額は，1人当たりの名目所得の上昇率に

応じて毎年改定される．

10）公的年金による保障の上限を超える所得について

は，労働協約に基づく協約保険が保障を提供して

いる．

11）Ds2009:53,s35.

12）Ds2009:53,s35.

13）したがって，保険料率の合計は17.21％となるが，

これは純所得に対する保険料率であり，各種控除

後の課税対象所得に対する割合は合計18.5％とな

る．

14）Ds2009:53,s8f.

15）詳細については，井上 2003,pp.291-299を参照．

16）Pensionsmyndigheten2011,s16.

17）Pensionsmyndigheten2011,s16.

18）実際，2000年代初頭のITバブル崩壊時や2008年の

金融危機の際には，プレミア年金の給付水準は大

きく低下した．Pensionsmyndigheten2011,s16.

19）社会保険の人的範 囲を定めた社会保険法

（Socialf・rs・kringslag（1999:799），SFBの制定に伴

い廃止）制定時の議論では，同法における「社会

保険」の概念を，保障方法や原則ではなく管轄行

政機関に着目して定めることとされている．すな

わち，当時の社会保険庁，プレミア年金庁および

社会保険事務所が管轄していた制度が，「社会保

険」とされた．居住のみを要件として支給される

給付も，スウェーデンでは伝統的に「社会保険」

の概念に含まれてきたためである．SOU1997:72,

s196-198;Prop.1998/99:119,s74-77.そして，

SFBは，原則として，この「社会保険」の範囲・

内容を引き継いでいる．そのため，全額税方式の

最低保障年金についても，SFBに規定され，かつ

「被保険者」「被保険者期間」といった文言が用い

られる．Prop.2008/09:200,s351.社会法学の学

説においても，基礎年金や最低保障年金を，経済

的な意味に基づく「保険」ではないとしつつ，

「社会保険」に含めて論じている．学説では，一

定のリスクに対して社会的・経済的な保障を定型

的に提供する制度を「社会保険」として捉え，必

ずしも保険原理の利用を「社会保険」の判断基準

としていない．Erhag2002,s128ff.
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20）多田 2005,p.29;Ds2009:53,s93.

21）SFBは高齢者生計扶助についても「被保険者」と

いう文言を用いているので，本稿もこれに従う．

前掲注 19）も参照．

22）住宅手当の受給に際しては，高齢者生計扶助と同

様のミーンズ・テストが行われる．住宅手当に関

する規定はSFB102章にある．

23）Prop.2010/11:1,Utgiftsomr・de11,s24.

24）堀 2006,pp.39-40;堀 2009,p.307以下;岩村 2009,

pp.10-12;江口 2010,p.22.

25）それでもなお，自営業者による所得隠しは一定程

度存在するといわれる．

26）Prop.2000/01:80,s93f;Norstr・m,m.m.2011,s93.

27）Prop.2000/01:80,s94.

28）高齢者生計扶助および生計扶助が非課税の給付で

あるのに対し，最低保障年金を含む老齢年金には

所得課税がなされる点に注意が必要である．ただ

し，年金庁の説明によれば，課税を考慮しても，

最低保障年金の基礎水準が高齢者生計扶助を下回

ることはない．

29）Norstr・m,m.m.2011,s100.

30）Schmidt1974,s10;Christensen2000,s186.

31）Schmidt1974,s17;Christensen2000,s187.

32）Prop.1946:220,s107.

33）1946年の基礎年金法立法時には，高所得者に支払

われる基礎年金の財源は，被保険者自身の保険料

拠出によって賄う計画であった．Prop.1946:220,

s115.もっとも，1975年の全国協約により，被用

者にかかる社会保険料は使用者が全額負担するこ

ととなったため，この制度設計がどこまで貫徹さ

れたかは不明である．

34）Prop.1946:220,s113f.

35）Prop.1946:220,s108.

36）Prop.1946:220,s109ff.

37）Schmidt1974,s21.

38）Wadensj・2004,p.223.

39）Christensen2000,s189.

40）Prop.1997/98:152,s39.

41）Ds.2009:53,s40.

42）Christensen2000,s192.

43）Christensen1997,s74fおよびTomasErhag氏への

聞取りによる．

44）Ds2009:53,s39.

45）Prop.2000/01:136,s26f;Norstr・m,m.m.2011,s

100.

46）1993年より，基礎年金を満額受給するためには，

40年間以上のスウェーデン国内での居住か，30年

間以上の就労が要求されるようになった．

47）Prop.2000/01:136,s17ff.

48）「社会保険」の意味については，前掲注 19）を参

照．

49）2010年にSoLによる生計扶助を10ヶ月以上受給し

た長期受給者の数は全年齢層の合計で116,904人で

あったが，そのうち65歳以上の者は1,335人（約

1.1%）に過ぎない．Socialstyrelsen2011,s45.

50）スウェーデンでは，1990年代に，地方自治体に対

する国の補助金制度全体について，一般補助金を

強化し特定補助金を縮小する改革が行われた．

51）European Commission,Directorate-Generalfor

EconomicandFinancialAffairs2009,pp.390-391に

よれば，スウェーデンの公的年金支出（早期退職

年金および遺族年金を含む）がGDPに占める割合

は，2007年の9.3％から2060年の9.4％へとわずか

0.1％しか増大しないと予測されている．ただし，

この統計では，プレミア年金が私的年金に分類さ

れている点に注意する必要がある．プレミア年金

の支給額がGDPに占める割合は，制度の成熟に伴っ

て伸び，2060年には1.4％になると見込まれている．

52）Wadensj・ 2004,p.234;European Commission,

Directorate-GeneralforEconomicand Financial

Affairs2009,p.391.

53）人口の高齢化率は，2008年末時点で18％であった．

合計特殊出生率は1990年代後半に底を打ったあと

回復傾向にあるが（2008年に1.91％），人口増の大

半は移民によるものである．SCB2009,s9f.そ

して今後10年ほどの間にベビーブーマー世代が退

職していくため，年金世代と現役世代の人口バラ

ンスのいっそうの悪化が予測される．

54）Christensen2000,s191.

55）European Commission,Directorate-Generalfor

EconomicandFinancialAffairs2009,pp.392-394.

本文で挙げた数値には，プレミア年金の所得代替

率（2060年に8.1％）を含む．協約年金を含めた所

得代替率は，2007年の67.3％から2060年の54.8％

へと減少すると推計されている．

56）Norman2010.

57）Norman2010;EuropeanCommission2010,pp.8-10.

58）1998年改革以前は，所得課税に際して基礎年金相

当額の所得控除がなされていた．年金改革に伴い，

従前の控除分を最低保障年金の水準に反映する代

わりに，年金所得に対する特別の所得控除は廃止

された．Prop.1997/98:152,s35ff;Ds2009:53,s

40.しかし，2008年からの不況の影響で年金受給

者の生活状況が悪化したとして，保守連立政権は，

2009年以降，年金所得に対する控除を毎年引き上

げている．それでもなお，同額の所得を有する場

合を比較すると，勤労所得よりも年金所得に対す

る課税の方が厳しいとの批判が，主に高齢者層か
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らなされている．

59）ただし，その実際の効果は不明である．Wadensj・

2004,p.235.

60）老齢年金制度の見直しには，1998年改革時の5党

合意により，同改革に参加した5党（社会民主党，

穏健党，キリスト教民主党，自由党，中央党）全

ての同意が必要となる．

61）経済的インセンティブについては，現在，多くの

協約年金が，年金受給開始年齢を65歳としている

点にも留意する必要がある．

62）Olovsson2011,p.5.

63）EuropeanCommission2010,p.8.
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